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財源多様化に伴う
文化芸術系非営利組織体の情報開示に関する研究
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　今般、文化芸術を中心とした産業の拡大や文化芸術振興

が教育・福祉等と結合するケースが増えているなど、文化政

策が広範な領域に影響を及ぼしています。

　他方、国家予算に占める文化予算の低水準が続くなか、今

般のコロナ禍において文化芸術系非営利組織体が深刻な

危機に陥ったように、民間寄付金をはじめとした公的助成以

外の収入源を獲得するための取組みとして、市民に対する情

報開示は重要性を増しています。

　文化芸術系非営利組織体は、事業収入だけでは費用を賄

うことができない赤字体質（コスト病）があるといわれていま

す。また、産業領域の特性上、無形資産に対する資源投入も

活発に行われています。そのため本研究は、文化芸術系非営

利組織体と同様の性質を有する非営利組織体やコンテンツ

産業領域に属する営利組織体に対しても応用可能性がある

と考えられます。

　文化芸術領域で活動する非営利組織体は、現代社会に

おいて重要な役割を果たしていますが、財務上の脆弱性が

その存在を危うくしています。このような非営利組織体の活

動財源の不十分さという現実の問題を背景として、文化芸

術領域で活動する非営利組織体が持続的な活動を行うた

めの情報開示のあり方について、主にアーカイバルデータを

用いた実証分析の手法を用いて研究しています。

　デジタル技術の進展等に起因したビジネスモデルの多様

化、社会における価値観の多様化、及び情報利用者の多様

化の中で、広く社会一般からの活動資源を調達するために

は、適切な情報開示が不可欠です。これらの多様化や環境

制約の変化に対応した情報開示のあり方を財務情報と非財

務情報の連携関係に着目して検討することで、問題解決に

つなげていくことを目指しています。
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